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今年度もよろしくみん！ 

 

一般事業主行動計画の届出企業数 

全国・・６５１１４社 大分県内・・８８８社 

認定企業数 

全国・・１８６７社 大分県内・・1４社（16件） 
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お待たせしました。今年度最初のくるみん 

通信ができあがりました。 

今月は西日本電線さんの取組みを紹介してるか

ら、参考にしてほしいみん。 
 

次世代法が改正されました。 

① 期限が平成 37年 3月 31日まで 10年間延長されました。 

（平成 26年 4月 23日施行） 

② 新たな認定（特例認定）制度が創設されました。 

（平成 27年 4月 1日施行） 

＊省令（基準）及び指針は、秋頃にお知らせする予定です。 

3 月に医療法人恵愛会中村病院さんと 

株式会社日豊ケアサービスさん(2 回目) 

が認定を受けました。 

25 年度は4 社が仲間入り！ 

今年度は九州２位を、目指すみん。 

 

 

（※平成 26 年５月末現在） 

（※平成 26 年 5 月 31 日現在） 

大分県内の認定企業（認定取得順）

企業名 所在地 認定年月

1 株式会社トキハ 大分市 平成19年

2 社会福祉法人安岐の郷 国東市 平成22年

平成24年

3 医療法人社団恵愛会　大分中村病院 大分市 平成22年

4 株式会社大分銀行 大分市 平成22年

5 株式会社日豊ケアサービス 豊後高田市 平成23年

平成26年

6 国立大学法人大分大学 大分市 平成23年

7 社会医療法人敬和会　大分岡病院 大分市 平成23年

8 医療法人聖陵会　聖陵岩里病院 日田市 平成23年

9 フンドーキン醤油株式会社 臼杵市 平成24年

10 医療法人明徳会　佐藤第一病院 宇佐市 平成25年

11 社会福祉法人太陽の家 別府市 平成25年

12 九州東芝エンジニアリング株式会社 大分市 平成26年

13 西日本電線株式会社 大分市 平成26年

14 医療法人恵愛会　中村病院 別府市 平成26年



 

男性の割合が高い企業

さんもくるみん認定企

業になってくれて、うれ

しいみん♪ 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜企業概要＞ 

企業名 西日本電線株式会社 所在地 大分市 

事業内容 電線・ケーブルの製造販売等 

労働者数 348 人（男性 314 人、女性 34 人） 

目標① 計画期間内に、育児休業の取得状況を次の水準以上にする。 

    男性…計画期間内に一人以上  女性…取得率 80％以上 

目標② 計画期間内に、小学校 3年以下の子を持つ社員が希望する場合に

利用できる短時間勤務制度を創設する。 

目標③ ノー残業デーを実施する。 

 

今回は、今年 3月にくるみん認定を取得された西日本電線㈱さんをご紹介します。 

行動計画の目標達成に向けてどのような取り組みをされたのでしょうか。ご担当者である総務・人事グルー

プの丸井さんに、計画期間を振り返りお話を伺いました。 

 

○女性の取得率は以前から高く、男性社員の制度利用促進が一番の課題だった。 

○男性社員を対象に育児休業制度に関するアンケートを実施し、制度の理解度を把握。 

○社内広報誌を活用して周知・啓発を実施。 

→その結果、初の男性の休業取得者が誕生！女性の取得率（期間中の育休取得者／出産者）は 100％。 

○以前から法を上回る「小学校就学前まで」を対象としていたが、「実際は小

学校に上がってからが大変」との声もあった。対象を広げることで育児をしな

がら働く社員の更なる支援を進めるため、社内規程を変更し、制度導入。 

○社内広報誌を活用して周知・啓発を実施。 

 

○部門ごとにノー残業デーの実施日を設定し、実施。 

○また、新たな管理システムを導入。部門の管理者が残業時間

を適正にかつタイムリーに把握することで意識が高まり、また

働き方の見直しに活用され、残業の削減に効果があった。 

 

★定期に発行している社内広報誌では、「WLB（ワークライフバランス）を本気で考えよう」という 

シリーズ記事を掲載。 

★会社が積極的に取り組みを進めていることを理解してもらうため、取り組みの内容をＰＲした。 

★男性の育児休業や育児短時間勤務について制度利用者の体験記も掲載し、制度の利用促進を図った。 

現在は今年 1月から始まった新たな計画期間にあり、取り組みを継続されています。新たな目標の一つである

「子どもさんかんび」の実施も近く予定しているそうです。男性の育児短時間勤務利用者も出てきたりと、制

度の認知度が上がった実感もあります、とのことでした。 

社員さんの意識啓発

や、会社の制度を知っ

てもらうための取り

組みもしっかりやっ

たんだね！ 

 



 

 

 

 

                            

 

 

 

 

 

                            

 

 

 

 

 

 

 

  

・（学生の意識として）ゼミでパート労働やワークライフバランスについて調べたり、また、就職活動は育児と

仕事の両立等将来設計も考えて進めているようだ。（大学） 

・過去、女性にお茶を出してもらうこともあったが、今はセルフサービスにしている。（経済団体） 

・均等法や育児・介護休業法等が事業主の責務であることを理解してもらえるよう努力していく。（経済団体） 

・業界の人手不足解消のためにも、女性の進出が進むよう、職場改善を行う動きがある。（建設関係団体） 
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男性の育児休業取得は、認定を目指す企業さんに限らず多くの企業さんが両立支援の取り組みを進めてい

く上で課題と感じているようです。 

そこで…育児休業給付金引き上げのお知らせ 

平成 26年 4月 1 日から育児休業給付金の支給率が、休業開始から 180日までの 

間、休業開始前賃金の 67％に引き上げられました。 

 

 

 

 

 
５０％ 

平成 26 年３月まで 

６７％ 
平成 26 年４月から 

パパが育児休業を 

取るチャンスだみん♬ 

 

※雇用均等行政推進員とは・・・雇用均等行政を県内に浸透させるため、広報等のご協力をいただ

いている企業や経済団体等をはじめとする民間の方々です。 

雇用均等行政推進員会議が開催されました！！ 
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：小売業で、県内外に店舗を有する企業の人事労務担当者です。弊社 

は転勤はほとんどありませんが、幹部候補の募集においては、転勤に 

応じることができることを要件にしています。今年７月から、男女雇 

用機会均等法が一部変わり、間接差別についても見直しがあると聞き 

ましたが、私どもの募集の仕方は間接差別になりますか？ 

 

：「間接差別」とは、性別以外の理由を要件とする措置であって、他の 

性の構成員と比較して、一方の性の構成員に相当程度の不利益を与え 

る措置を合理的な理由なく講じることです。今年７月１日施行の改正 

男女雇用機会均等法施行規則では、次の①～③を、合理的な理由なく 

講じることを禁止しています。 

①労働者の募集又は採用に当たって、労働者の身長、体重又は体力を 

要件とすること 

②労働者の募集若しくは採用、昇進又は職種の変更に当たって、転居 

を伴う転勤に応じることができることを要件とすること 

③労働者の昇進に当たり、転勤の経験があることを要件とすること 

 

貴社は県内外に店舗を有するとのことですが、業務上の必要性等合 

理的な理由がないのに、募集にあたり「転居を伴う」転勤に応じるこ 

とができることを要件とすることは、「間接差別」として禁止されます。 

したがって、転勤が転居を伴うものであるなら、貴社において、転勤 

要件が真に必要なものであるのか検討する必要があります。 

 

今年度、最初のくる通だみん！ 

次世代法の 10 年間延長も決まり、ほっとしたみん！ 

今年は、全国の都道府県及び市町村の「ゆるキャラ」との 

共演ができることになったみん。誰と共演するか楽しみ！ 

詳細は大分労働局雇用均等室まで 

おたずねください！！（097-532-4025） 

今年度も・・・くるみんのひとりごと 


